大学図書館における情報専門職に関する調査
LIPER大学図書館班質問紙調査
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抄録：2004年に全国の大学図書館に対して実施した「大学図書館員の養成教育に関する質問紙調査」における、図書館員に必要とされる知識・技術とそれらの習得機会のデータを分析し、館長、管理職、中堅職員、若手職員の各グループの意見の特徴をとりまとめた。また、先行調査の結果データと比較し、情報技術の進展や大学改革などの影響によって生じたと思われる、要件的な知識・技術に関するいくつかの変化を把握した。

１．はじめに

大学図書館における情報専門職の要件を探るために、必要とされる知識・技術とその習得機会に関する質問紙（「大学図書館員の養成教育に関する質問紙調査」）をわが国の全大学図書館に配布し、439大学からの回答を得た（回答率63.9%）。

質問紙の情報専門職に必要な知識・技術を把握するための調査項目として、1989年に実施されたいわゆる東大調査（図書館学教育の実態と改善に関する調査−−大学図書館編） 1とのつながりを考慮し、その質問項目を大方採録した。また、その後の状況変化を反映する新項目を加えて、全体として52の知識・技術を選定した（表１を参照）。その際、北米の研究図書館協会の項目をも参照した2。質問は、五つの中項目（「A.資料・メディア、B.組織化、C.サービス、D.マネジメント、E.その他」）に区分して提示した。
この要綱では詳しくは触れないが、質問紙には、そのほか回答者の細部にわたる属性の質問や、各図書館で実施されている研修の実態、司書資格所持の有無やそれに対する見解などを尋ねている部分がある。
前年度から実施しているグループ・インタビューの結果をふまえて調査対象者は図書館ごと、館長、および管理職、中堅職員、若手職員の各1名（合計４名）とした。それぞれの大学で４名の対象者からの回答が整えられたわけではないが、最終的にそれぞれ382、395、404、384の回答が回収された。

館長・管理職の回答では、国立大学法人化による組織変更など、大学の置かれている変化が若干現出している。一方、中堅職員と若手職員との区別は年齢30台前半を境としたが、集められたデ

ータの図書館経験年数をみると中堅職員とはおおおむね10数年以上の職員（私立ではそれより短い者も含まれている）、若手職員はおおむね10年未満（私立では15年未満の範囲）の職員となった。
２．大学図書館員に必要とされる知識・技術

２．１　回答結果の全体的な傾向
大学図書館員に必要とされる知識・技術について、管理職・館長には、「1.すべての図書館員に必要である、2.一部の図書館員に必要である、3.必要ない」の三つの選択肢を、また若手・中堅職員の質問票に「1.ぜひとも必要である、2.どちらかといえば必要である、3.あまり必要ではない、4必要ではない」の四つの選択肢を用意した。ここでは、館長・管理職についてはそれぞれの選択肢に3点、2点、1点を、同様に中堅・若手職員についてはそれぞれ4点から1点を与え、それぞれの合計の平均値を算出することにより、各項目の「必要度」を見ることとした（図１参照、なお図１、２の項目の記号については、表１を参照）。

(1) 管理職の傾向
全体的な傾向として、「C.サービス」を中心とする知識・技術グループに重きが置かれており、これに類するものとして、会話・接遇（E-11）の「必要度」も高く設定されている。また、「A.資料・メディア」のうち、サービスを提供する上で不可欠な、資料に関する知識・技術の「必要度」も比較的高い。さらに、「B.組織化」の知識・技術のうち、資料目録法・オンライン目録システム（B-1）や分類法・件名法（B-3）も上位にあげられている。

一方、経営理論・手法（D-1）や大学行財政（D-2）に関する知識・技術、データベース（E-2）やネットワーク（E-3）の運営・管理、プログラミング（E-4）といったコンピュータに関する知識・技術、その他より専門性の強い知識・技術については「必要度」が相対的に低く評定され、一部の図書館員あるいは図書館員以外が担うべきものと認識されているようである。

(2) 管理職と館長の比較

管理職と館長グループの全体的な傾向は、基本的には類似しているといえよう。しかし個々の項目について詳細に見ると、館長グループの「必要度」は一般に管理職グループよりも低く評定されている。とくにコレクションや主題専門知識などのコンテンツにかかわる知識・技術や「D.マネジメント」部分においてはかなり低い。たとえば、経営理論・手法や大学行財政では、その平均値はいずれも2ポイントを割り込み、管理職との差も約0.2ポイントとなっている。また、統計学的にも52項目中30項目において有意差が見られるなど、全体的な傾向は類似しながらも、管理職グループと館長グループとの間には認識差があるこ

とが確認された。

[image: image1.wmf]1.80

1.90

2.00

2.10

2.20

2.30

2.40

2.50

2.60

2.70

2.80

2.90

3.00

3.10

3.20

3.30

3.40

3.50

3.60

3.70

3.80

3.90

4.00

Ａ−１

A−２

Ａ−３

Ａ−４

Ａ−５

Ａ−６

Ａ−７

Ａ−８

Ａ−９

Ａ−１０

Ａ−１１

Ａ−１２

Ａ−１３

Ｂ−１

Ｂ−２

B−３

B−４

B−５

Ｃ−１

C−２

C−３

C−４

Ｃ−５

Ｃ−６

Ｃ−７

C−８

Ｃ−９

Ｃ−１０

D−１

Ｄ−２

Ｄ−３

D−４

D−５

D−６

Ｅ−１

Ｅ−２

Ｅ−３

Ｅ−４

Ｅ−５

Ｅ−６

Ｅ−７

Ｅ−８

Ｅ−９

Ｅ−１０

Ｅ−１１

Ｅ−１２

Ｅ−１３

Ｅ−１４

Ｅ−１５

Ｅ−１６

Ｅ−１７

Ｅ−１８

管理職

館長

中堅

若手


図１　図書館員に必要な知識・技術（グループ別）
 (3)　中堅・若手職員の傾向

中堅および若手職員におけるそれぞれの知識・技術の必要度を見ると、両グループでもほぼ同じ傾向を示していた。まず参考調査サービス（C-1）や情報リテラシー教育（C-3）をはじめとする「C.サービス」を重視する状況が見られる。

　また、図書館サービスを提供するために用意する二次資料（A-9）や電子ジャーナル（A-4）といった「A.資料・メディア」に関する知識・技術も多くは必須のものと位置づけられる。資料目録法・オンライン目録システムや分類法・件名法といった、日常的に行われている業務に関するものも「必要度」の評定は高い。図書館業務システム(E-1)やデータベースの運用、管理といった、コンピュータシステムに関係する項目も比較的重要視されている。逆に、日常業務からすれば周縁的な、たとえばメディアの歴史（A-13）や経営理論・手法、大学行財政などは、全体的に低い評定となった。

中堅・若手の両グループ間には、日常的に担当する業務の観点からの評定を共有するせいか、古典籍(西洋古典含む)(A-6)、ドキュメントデリバリーサービス(C-5)、知的財産権・著作権(C-6)、外国語：英語以外(E-8)、会話･接遇、高等教育事情(E-16)では両者の間に有意差がみられるものの、知識・技術の「必要度」の大きな差は存在しなかったといってよい。

(4) 管理職と中堅・若手職員との比較

管理職と中堅・若手職員とでは選択肢の設定が異なるため単純な比較ができない。そこで、それぞれの調査結果を点数の高い順に並べ替え、それを各グループの順位とすることで、その項目の「必要度」の差異を分析した。

いくつかの項目において差が認められる部分があり、中堅および若手職員と管理職の順位差が10を超えるものに着目すると、管理職でより「必要度」の高い項目が5項目、中堅および若手職員で高い項目が6項目あった。前者の項目には、プレゼンテーション技術(E-9)や文書・企画書の作成(E-10)といった、コミュニケーション能力や企画能力にかかわるものが含まれていた。一方、中堅・若手職員で高い項目では、図書館業務システムやデータベース、ネットワークといったコンピュータシステムにかかわる知識・技術や、これに類似するウェブコンテンツの構築・管理（E-5）、さらには主題専門知識（E-6）や資料の知識の「必要度」が高く評定されていた。これらの結果は、並行して実施中のグループ・インタビュー調査で得られた結果とほぼ同様のものであった。

２．２　1989年東大調査との比較

1989年に実施された東大調査との15年の間に、大学図書館員に求められる知識・技術がどのように変化したかをみるために、対応する項目の「必要度」の順を管理者の回答により比較した（表１）。

相対的に「必要度」の高い項目の構成は大きくは変化しておらず、２．１(1)で見たように、閲覧・貸出や参考調査といった中項目「Ｃ.サービス」に含まれるもの、逐次刊行物や二次資料といった「Ａ．資料・メディア」の項目、そして資料目録法や分類法といった「Ｂ.組織化」に関する項目で「必要度」が高く設定されていた。また、経営や大学行財政といった「D.マネジメント」に関する知識・技術や「Ｅ.その他」のコンピュータに関する知識・技術については、東大調査でも今回の調査でもその順位は下位に位置づけられていた。

しかしながら、大きく変化した項目も見受けられる。知識・技術の項目数が39から52に増えたにもかかわらず、「C.サービス」うちで、とくに参考調査や情報リテラシー教育の順位がより高く設定されるなど、サービスを重視する傾向が一段と顕著になったことがあげられる。その一方で、「A資料・メディア」の項目や主題知識など、コレクションやコンテンツにかかわる知識・技術を重視する傾向は相対的に薄れてきたようである。また、図書館の機械化（図書館業務システムの運用・管理）についても大きく順位を落としており、機械化が話題の中心の一つであった時代から

表１　東大調査との比較
変化してきたことが観察される。このほか、本調査からは削除されたニューメディアは、1989年当時比較的上位に位置づけられているが、本調査では新しく登場してきた電子メディアやこれに関連する知識・技術（ネットワーク情報資源（A-2）、電子ジャーナル、メタデータ（B-2）など）は重視される傾向にあり、時代の流れに合わせたサービスを目指す図書館の姿勢に大きな変化がないことがうかがえる。

３．必要とされる知識・技術の習得機会

３．１　調査内容について
[image: image3.emf]項目 順位 順位 項目

A-1

出版流通

/

学術情報流通

16 192

出版流通

A-2

ネットワーク情報資源

11-

A-3

逐次刊行物

14 53

逐次刊行物

A-4

電子ジャーナル

15-

A-5

分野別専門資料

/

情報源

33-

A-6

古典籍

(

西洋古典含む

) 51-

A-7

官庁刊行物・特許資料

/

情報

42 284

官庁刊行物・特許資料

A-8

その他の非図書資料および利用機器

38 215

非図書資料及び利用機器

A-9

二次資料・参考図書と検索サービス

9 16

基本的な二次資料（書誌・事典等）

A-10

資料選択

18 107

資料選択・収集と蔵書構成

A-11

コレクション構築と評価

37-

A-12

資料保存・保護・製本

29 188

資料保存・保護・製本

A-13

メディアの歴史

44 261

図書・印刷の歴史

B-1

資料目録法・オンライン目録システム

8 49

資料目録法

B-2

メタデータ

30-

B-3

分類法・件名法

10 310

分類、件名法

B-4

索引法、抄録法

22-

B-5

二次資料

/DB(

抄録、索引、書誌

)

作成

27 1911

二次資料（抄録、索引、書誌）作成

C-1

参考調査

(

レファレンス

)

サービス

4 612

参考調査（レファレンス）サービス

C-2

情報検索技術

2 1413

オンライン情報検索

C-3

図書館･文献利用教育

(

情報リテラシー

)

6 1214

図書館・文献利用教育

C-4

閲覧･貸出サービス

3 216

閲覧・貸出サービス

C-5

ドキュメントデリバリーサービス

28-

C-6

知的財産権・著作権

5 1217

著作権

C-7

図書館ネットワーク・図書館協力

12 1118

図書館ネットワーク・図書館協力

C-8

障害者サービス

19 2519

障害者サービス

C-9

利用者のプライバシー

1-

C-10

カスタマケア

25-

- 2915

研究者の情報生産・利用

D-1

経営理論・手法

49 3720

経営理論・手法

D-2

大学行財政

46 3621

大学行財政

D-3

予算管理・会計

41-

D-4

広報活動

21 2224

広報活動

D-5

図書館関係法規・基準

13 1522

図書館関係法規・基準

D-6

図書館建築・設備・備品

36 3023

図書館建築・設備・備品

E-1

図書館業務システムの運用、管理

23 825

図書館の機械化

E-2

データベース等の運用、管理

35 3028

データベース・マネージメント

E-3

ネットワークの運用、管理

43-

E-4

プログラミング

52 2726

コンピュータ（機器、プログラミング）

E-5

ウェブコンテンツの構築、管理

47-

E-6

主題専門知識

34 932

基礎的な主題知識（限定なし）

- 3733

高度な専門主題知識

E-7

外国語：英語

20 635

外国語（英語）

E-8

外国語：英語以外

50 3436

外国語（英語以外）

E-9

プレゼンテーション技術

26 17

37

コミュニケーション技術（話し方・書き方）

E-10

文書・企画書の作成

17-

E-11

会話･接遇

7-

E-12

研究調査法

(

統計学、社会調査法等

)

48 3538

研究調査法・統計学

E-13

利用教育および職員研修などにおける教授法

39-

E-14

知的自由・検閲

24 2239

知的自由・検閲

E-15

外国大学図書館事情

45 3030

外国大学図書館事情

E-16

高等教育事情

40 3331

高等教育事情

E-17

図書館史

32 2229

図書館史

E-18

書誌学

31-

- 3934

ビブリオメトリクス（計量書誌学）

- 1627

ニューメディア

2004

年

1989

年

　「大学図書館員にとって必要な知識・技能」52項目について、どのような機会に習得されるのが適当であるかという質問を行った。習得機会として「a.大学の図書館情報学教育、b.図書館情報学以外の大学教育、c.大学院教育（採用前の専門教育）、d.大学院教育（現職図書館員のリカレント教育）、e.各種研修会、講習会（自館、業者、専門団体・学会等主催）、f.仕事の上で、g.自学自習、h.その他、x.習得の必要はない」という選択肢を設け、52の項目ごと回答を求めた。回答に当たっては，x以外は複数選択を可とした。

これらの選択肢を、「習得機会」局面として、養成（a, b, c）、リカレント教育（d）、研修（e）、OJT（f, g）の四つにまとめて集計・分析を行う（h, xは分析の対象から除外した）。
３．２　局面ごとの特徴

図２に示したとおり、すべての回答を単純集計すると、望ましい習得機会として「養成」が最も多く、「OJT」、「研修」、「リカレント教育」と続く。この順位は、知識・技術によって多少の順位の入れ替わりはあるものの、回答者のグループごとの集計についても同様である。以下に、選択肢にあげられた52項目の知識・技能がどのような機会で習得することが望ましいとされたかについて、局面ごとおおむね上位10位にランクされたものを検討する。

 (1)養成

養成において習得することが適当であるとされた知識・技能は、「C.サービス」のうち、知的財産権・著作権、情報検索技術（C-2）、図書館・文献利用教育（情報リテラシー）、「B.組織化」のうちの分類法・件名法、索引法、抄録法(B-4)、資料目録法・オンライン目録システム、「Ｅ.その他」のうちの書誌学（E-18）、図書館史（E-17）、外国 
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図２　習得機会（局面別集計_全体）
語：英語（E-7）といった項目であった。しかし、書誌学、図書館史は上位にあげられているものの、2の分析結果ではいずれも下位で、「必要度」の高い知識・技術とはみなされない。習得の四つの局面のなかでは、養成の場で習得する以外に機会がないというようにとらえられている項目だと考え

られる。

(2)リカレント教育

リカレント教育において習得することが適当とされた知識・技能は、「E.その他」の利用教育および職員研修などにおける教授法（E-13）、データベース等の運用、管理、ネットワークの運用、管理、ウェブコンテンツの構築、管理、また「C.サービス」の知的財産権・著作権、情報検索技術、「B.組織化」のメタデータ、「D.マネジメント」の経営理論・手法、「A.資料・メディア」の古典籍（西洋古典を含む）、電子ジャーナルといった項目が上位にくる。

(3)研修

研修において習得することが適当とされた知識・技術は、「E.その他」のデータベースの運用、管理、利用教育および職員研修などにおける教授法、ネットワークの運用、管理、ウェブコンテンツの構築、管理、プレゼンテーション技術、「C.サービス」の知的財産権・著作権、情報検索技術図書館ネットワーク・図書館協力、また「A.資料・メディア」の電子ジャーナル、資料保存・保護・製本(A-12)といった項目が上位にある。

(4)OJT

OJTにおいて習得することが適当とされた知識・技術は、「E.その他」の会話・接遇、文書・企画書の作成、図書館業務システムの運用、管理、プレゼンテーション技術、「C.サービス」の参考調査（レファレンス）サービス、閲覧・貸出サービス、情報検索技術、「D.マネジメント」の広報活動(D-4)、予算・会計管理（D-3）、「A.資料・メディア」のその他の非図書資料および利用機器(A-8)である。
３．３　習得機会集計結果の特徴

習得機会の四つの局面に関する回答者の選好は、必ずしも同じレベルで判断されるものではない。たとえば、研修はどのグループにもまんべんなく選ばれるものの、リカレントに関心を抱くのはとくに中堅職員であって、他のグループの選好性は低い。また、OJTは日常的な機会であるが、リカレント教育は非日常的なものであり、組織として取り組みにくいから、館長・管理者の選好も低いといえよう（館長のほうが管理職よりも高い）。

それはともかく、いずれの習得機会の局面においても支持の多い上位10位に入ったものは、知的財産権・著作権、情報検索技術、参考調査（レファレンス）サービスであり、これらはいずれもサービスに関するものである。

また、習得機会としてのリカレント教育と研修とでは上位10項目のうち7項目が重なる。これらの機会において習得するのが適当と考えられているのは、現在及び今後の大学図書館がサービスを展開していく上で不可欠とされる情報技術にかかわるものが多い。このことは、こうした分野の知識・技術は現場のOJTでキャッチアップすることがかなわず、外部で行われる教育機会を利用してそれを習得することが望ましいと考えられていることを示しているのかもしれない。

一方、OJTにおいて習得するのが適当とされているのは会話・接遇、文書・企画書の作成、プレゼンテーション技術、広報活動、予算管理・会計といった、必ずしも図書館固有の専門的な知識・技術に基づかないものが比較的多く含まれている。

４．おわりに

今後、これらの量的分析とグループ・インタビューによるトランスクリプトの質的な分析とをすり合わせ、さらに考察を深めてゆく。

末尾ではあるが、本調査にご協力いただいた関係各位に謝意を表したい。
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